
 

 

論文概要 

 

福島第一原子力発電所事故により影響を受けた被災地における

医療課題 

宮川明美、谷川攻一 

要約: 双葉郡は、2011 年の福島第一原子力発電所事故の影響を最も受けた地域である。今回、我々

はこの地域における医療システムの再開発に関する課題を把握するために、事故後の医療ニーズ

の変化と医療システムの変遷について調査した。方法：福島県と地方自治体からの報告、双葉消防

署からの救急搬送データ、そしてふたば医療センター（FMC）での患者データの分析を行った。結

果：事故後、避難地域内のすべての医療機関が閉鎖され、救急車の使用数は急激に減少した。 

2014 年からの避難指示解除に伴い、救急搬送件数は年率約 10％で増加した。事故後早期には労働

関連事故や交通事故による外傷の割合が 30％以上増加した。住民の帰還に伴って内因性疾患（呼

吸器疾患が最多）の割合が増加した。2018 年に FMC が開設されたが、60 歳代の患者が多く、2019

年には 80 代の患者の割合が著しく増加した。結論：事故後、継続して行われた除染事業や復興事

業、および住民の帰還による人口統計の変化は観察された外傷や疾病構造と関連していた。 

 

 

1. はじめに 

福島県の東部太平洋岸に位置する双葉郡は、浪江町、双葉町、大熊町、富岡町、楢

葉町、広野町、川内村、葛尾村の 8 つの町と村で構成されている。この地域は、福島第
一原子力発電所事故の影響を最も受けた地域であり、事故直前の双葉郡の人口は約

74,000 人であった。事故後、福島第一原子力発電所（以下、福島第一原発）から半径 20km
圏内および北西部に位置する町や村が避難区域に指定され、その地域に住むすべての住

民が避難した［1］。この地域の医療機関や介護福祉施設も避難を余儀なくされた。避難
を免れた近隣の医療機関や施設でも、放射線への懸念によるスタッフの流出や物流の減

少、必要な物資の不足などによって医療サービスを制限する必要に迫られた［2］。 

福島第一原発の復旧工事と環境除染が進むにつれ、2014年から徐々に避難指示が解

除され、直近では 2019 年 5 月に福島第一原発が位置する大熊町の一部で解除された［3］。
福島第一原発が立地する双葉町でも限られた地域で避難指示が解除されたが、住民の帰

還はまだ許可されていない（図 1）。避難指示の解除後は幹線道路の交通量は著しく増加

した。住民も徐々に帰還し、2021 年 4 月の時点で双葉郡の居住人口は 14,700 人となった 

［4］（図 2）。さらに、数万人の労働者が廃炉や除染作業、復興事業、生活インフラの
再整備などの事業に従事した。帰還住民や地域外からの居住者の増加に伴い、医療ニー
ズの拡大・多様化が予想された。 
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図 1. 避難指示解除地域と帰還困難区域 （2021 年 4 月時点） 

赤エリア：帰還困難区域（年間被ばく線量が 50mSv 以上、一部の例外を除き入域や宿泊が禁止さ
れている）；緑エリア： 避難指示解除地域 

 

図 2. 双葉郡の人口推移：2011 年（福島第一原発事故以前）及び 2021 年（事故 10 年後） 

Butler は 221 の原子力発電所を調査し、その約 3 分の 2 において半径 30 km 圏域内

の人口が福島第一原発よりも多く、更には 21 の原子力発電所が 100 万を超える地域人口

を抱えていることを報告した［5］。大規模な原発事故が発生した場合、多くの住民が避
難を余儀なくされることが予想されるが、彼らが被災地に戻り生活を再開する地域も出
てくるであろう。一方、すべての事故の復旧プロセスは、種類と規模、それを管理する
政府の能力、および地域の状況によって決定される。医療システムの回復の最終的な目
標は、住民が求める医療ニーズに対応でき、その機能を効果的、効率的、そして持続的
に実行し、更には医療システムのレジリエンス（強靭性）を高め、将来の緊急事態におい

て健康上のリスクを軽減できるシステムを設計することである［6］。福島第一原発事故

を除いて、これまで人類は避難指示が出された後に住民が帰還できるよう再開発された
大規模な原子力発電所事故を経験していない。本研究では事故後の医療ニーズの変化を
調査し、医療システムの再整備における課題について報告する。この研究結果が将来起
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こり得る重大な原子力事故後の医療システムの復旧計画の策定において参考となること
を期待する。 

2. 方法 

2.1. 研究デザインとデータ収集 

双葉郡の医療体制の変遷を把握するために、福島県が主催する双葉地域等医療等提

供体制検討会（以下、検討会）の報告を参考にした［7］。2015 年から定期的に検討会が
開催され、双葉郡の医療提供体制についての検討が行われた。最新のデータとして、

2021 年 2 月の第 13 回検討会の資料を参考とした。居住者人口の変化に関するデータに

ついては、2021 年 4 月に双葉郡の 8 つの町と村から報告された帰還住民に関する資料を

参考とした［4］。救急医療のニーズについては双葉地方広域市町村圏組合消防本部から

提供を受けた 2010 年から 2020 年までの救急搬送に関する年次データを分析した。この

データセットは、救急搬送データの国内フォーマットに準拠していた。2018 年以降の医

療データについては、ふたば医療センター（FMC）の開設以来毎月レビューされている患

者データを分析した。FMCの患者データは 2021年 10月にその精度の確認作業を行った。 

2.2. 統計 

救急搬送データについては、年齢層、救急搬送理由、病院までの搬送時間について
避難指示の発出、その解除および FMC の開設の前後で比較した。FMC の患者データについ
ては、WHO 国際疾病分類（ICD）に基づく診断名により、外来患者と入院患者の年次比較
を行った。カイ二乗（χ2）を使用し、SPSS バージョン 28（IBM、アーモンク、アメリカ
合衆国）を使用してデータを分析した。 

3. 結果 

3.1. 福島第一原発事故による双葉郡の医療体制への影響 

福島第一原発事故以前、双葉郡は高齢化、過疎化、医療資源の不足という課題を抱

えていた。そこで医療資源を集約するために 2 つの中核病院が統合され、新しいサービ

スを提供する準備をしていた。その矢先に東日本大震災と福島第一原発事故が発生した

［8］。 

事故前は双葉郡には 48 の診療所と 26 の歯科医院が診療を行っていたが、事故後、

避難区域内のすべての医療機関が診療を停止した。双葉郡内で避難指示の出ていなかっ

た地域で診療を続けたのは 3 つの診療所だけであった［7］。避難指示解除後、2016 年 7

月の時点で診療を再開したのは 7 診療所と 3 診療所のみであった。事故前に診療を行っ

ていた 6 つの病院のうち 5 つが避難指示区域に位置した。療養型/精神科のベッドを備え

た 1 つの病院だけが避難指示を逃れ、診療を継続した。結果として、双葉郡では救急医

療を提供する病院は完全に不在となり、この地域で発生した救急事案の大部分は地域外
の医療機関に搬送された。 

図 3 は事故前後の救急搬送データを示している。事故前の 2010 年の救急搬送件数

は年間 2,454 件であったが、2011 年の事故発生時には 794 件（同年 3 月 11 日以降は 185

件）に急減した。2013 年以降、救急搬送件数は徐々に増加した。川内村は 2014 年、楢葉

町は 2015 年、富岡町と浪江町は 2017 年に避難指示が解除された。救急搬送件数は、

2019年まで年率約 10％で増加した。年齢層別の患者割合を見ると、事故直後には若年者

（18 歳未満）と高齢者（65 歳以上）の数が減少したが、浪江町と富岡町の住民の帰還が

始まった 2017 年以降は高齢者の割合が増加した（図 4）。救急搬送理由については、2011

年には労働関連事故による外傷の割合が事故前に比べて 4 倍に増加した。さらに、避難

指示が解除され始めた 2014 年以降、交通事故の割合が増加した（図 5）。2018 年以降は
交通事故の割合が減少する一方で、内因性疾患の割合は増加した。  
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図 3. 福島第一原発事故後の救急搬送件数の推移（双葉地方広域市町村圏組合消防本部） 

 

図 4. 福島第一原発事故前後の年齢別救急搬送件数の推移 * p = 0.001, † p < 0.001 vs. 2010; ‡ p = 

0.011, § p = 0.003, || p < 0.001 vs. 2016. 若年層 ( < 18 years old) と高齢者 ( ≥ 65) は事故前と比較し
て事故後にはその割合が減少していたが、浪江町、富岡町の避難指示が解除された 2017 年以後は

高齢者の搬送割合が増加した。(‡, ||). 

 

図 5. 福島第一原発事故前後の外傷と疾病の救急搬送割合の推移. MVA, 交通事故. * p < 0.001 vs. 

2010; † p = 0.002 vs. 2013; ‡ p = 0.006, § p < 0.001 vs. 2017. 労働関連事故による外傷割合は 2011 年と

比較して 4 倍に増加(*)。交通事故による外傷は 2014 年に川内村での避難指示解除後に増加(†)。

2017 年以後は内因性疾患の割合が増加(§)。 

福島第一原発が位置し、避難指示の解除が遅れていた双葉町と大熊町では、事故後

の救急搬送件数は少なかった（図 6）。一方、避難指示が解除された楢葉町、富岡町、浪

江町では、帰還人口の増加に伴い救急搬送件数が増加した。避難指示が出されず屋内退
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避に止まった広野町では、事故後に救急搬送件数は減少したが、2015 年までに事故前の

レベルに回復した。村の一部に避難命令が出された川内村では、事故直後に救急搬送件
数は一時的に減少したが、その後大きな変化は見られなかった。 

 

図 6. 自治体毎の救急搬送件数の推移 

図 7 は、119 番通報から救急車が病院に到着するまでの平均所要時間の変化を示し

ている。事故前は 30 分から 60 分以内に病院に到着した患者が最も多かったが、事故後

は 60 分から 120 分の所要時間を要する割合が事故前の 2 倍となる約 70％に増加した。

これは、緊急治療を必要とする外傷や急病でも病院へのアクセスが悪いことを反映して

いた。2017 年、病院到着までの所要時間は平均で 75.7 分かかっていた。これは、全国平

均（39.3 分）のほぼ 2 倍であった［9］。更に、救急搬送の 60％以上が病院到着までの所

要時間が 60〜120 分であり（全国平均：9.0％）、120 分以上を要した割合が 7％であった

（全国平均：0.4％）。 

 

図 7. 福島第一原発事故前後の 119 番通報から病院着までの時間の推移（単位は分） * p < 0.001 vs. 

2010; † p < 0.001 vs. 2017. 病院までの所要時間が 60 分から 120 分まで必要とされる搬送件数が事

故後に増加したが (*)、2018年の FMC 開設後には減少傾向となった(†)。 

双葉管内搬送率（双葉郡の救急搬送件数に占める双葉郡の医療機関に搬送された患

者割合）は、FMC が開設される前年の 2017 年は 29％であったが、FMC の開設後には

61％に増加した（事故前の管内搬送率は 63％であった）。また、双葉郡内の医療機関に
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搬送された患者のうち、FMC に搬送された患者割合は、2018 年に 88.3％、2019 年に

91.8％、2020 年に 91.6％であった。病院到着時間については、60 分以上かかっていた割

合は 2017 年には 64.1％であったが、FMC の開設後は 50％未満に減少した（2018 年、

2019 年、2020 年にそれぞれ 49.9％、44％、45.9％） 。 

3.2.双葉郡内の医療体制の改善：ＦＭＣの開設 

避難住民の多くは帰還の要件として医療体制の整備を挙げていた。この要望に応え
るため、政府と福島県は診療所の再開と開設を支援した。楢葉町、富岡町、浪江町では、
避難指示の解除に合わせて診療所が開設された。しかし、病床を持つ医療機関について
は、双葉郡における人材確保の難しさ、インフラの整備不足、医療需要の不確実性、そ
して収益性の問題などから、私設の病院は診療を再開することができなかった。そこで、

双葉郡で高まる救急医療のニーズに応えるため、2018 年 4 月に福島県は FMC を開設し

た。FMC は、30 床の急性期病床を備えた小さな病院であるが、福島第一原発での放射

線事故緊急事態への対応を含む初期の救急医療を提供するために設立された。また、双
葉郡周囲の山岳地帯などの地理的な不利を低減するために医療ヘリコプターを運航開始
した。FMC の主な役割は救急医療を提供することであるが、高齢患者への在宅ケアの提
供や住民の健康増進の支援などの機能も有することとなった。 

図 8 は、開設以来の救急患者数の推移を示している。開設以来、FMC で治療を受

ける患者数は増加し、2019 年度は初年度比 50％増となった。2020 年 11 月から 2021 年 2

月にかけて患者数は減少したが、2021 年 3 月からは再び増加した。 

 

図 8. FMC の救急患者数の月別、年別推移（2018 年度－2020 年度） 

図 9 は、健康保険証の住所で分類された患者数の変化を示している。2018 年度は、

双葉郡外の住所を持つ患者が全体の 30％以上を占めたが、その後、双葉町と葛尾村を除

く双葉郡全域の患者数は増加した。楢葉町と富岡町の増加率は 1.5 倍であった。2019 年

には、大熊町の限られた地域の避難指示が解除されたのに伴って、大熊町からの受診患
者数は増加した。双葉郡以外の福島県内に住所を持つ患者も増えているが、県外に住所

を有する割合は 2019 年度にピークを迎え、その後減少した。 
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図 9. 居住地別患者数の年度推移（2018 年度－2020 年度） 

FMC 開設初年度は 60 歳代の患者が最も多かった。2019 年度は全年齢層の患者が増

加したが、80 歳代の患者数の増加率は 2 倍以上と顕著であった（図 10）。2020 年度は、

20 歳以下および 40 歳代の受診者は減少し、その他の年齢層の増加も鈍化した。一方、

90 歳以上の患者数は 2 倍に増加した。 

 

図 10. FMC 救急外来における年齢別患者数の推移 

FMC を受診した救急外来患者の ICD 分類を見ると、30％以上が外傷に関連してお

り（S、T：傷害、中毒、およびその他の外傷、V、W：外因性の重症と死亡）、その多く

は労働関連事故や交通事故によるものであった。内因性疾患としては J（呼吸器系の疾患）

が最も多く認められた（図 11）。 J は 2019 年度は減少傾向にあった。患者数は少ないも

のの、2020 年度には E（内分泌,栄養および代謝疾患）、F（精神および行動の障害）に

分類される患者が増加した。前者で最も多かったのは糖尿病であり、後者は 2018年度に

23 例、2019 年度に 24 例であったが、2020 年度には 54 例へと増加した。最も多かった

のが F4（神経症性障害，ストレス関連障害及び身体表現性障害）（26 例）であり、F2（統

合失調症，統合失調症型障害及び妄想性障害）、F3（気分［感情］障害）（合計 5 例）、

および F1（精神作用物質使用による精神及び行動の障害）（7 例）であった。 
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図 11. 外来患者の ICD 分類別患者割合の年次推移（2018 年度－2020 年度） * p < 0.001 vs. 2018; † p 

< 0.001 vs. 2019; ‡ p = 0.005, § p = 0.002 vs. 2018. J の割合は減少傾向であったが、E, I, 及び K は 2018

年度と比較して増加 (*, †, §). E の割合は 2019 年度と比較して増加 (†). ICD: International Classifi-

cation of Diseases、国際疾病分類 (M: 筋骨格系および結合組織の疾患; F: 精神および行動の障害; 

E: 内分泌,栄養および代謝疾患; N: 尿路性器系の疾患; I: 循環器系の疾患; K: 消化器系の疾患; J: 呼

吸器系の疾患; S, T: 損傷,中毒およびその他の外因の影響; V, W: 傷病および死亡の外因) 

FMC 開設後 3 年間で入院患者数は 2 倍近く増加した（2018 年度 172 名、2020 年度

323 名）。年齢別に分類すると、患者の半数以上が 70 歳以上であった（2018 年度、2019

年度、2020 年度は 62％、52％、61％）。2020 年度は、80 歳代の患者数は著しく増加し

た。 S、T、J に分類された入院患者数はわずかに減少したが、K（消化器系の疾患）によ

る入院は増加した（図 13）。 消化器系疾患としては急性腸炎および胆道系疾患が、循環

器系の疾患としては慢性心不全の急性増悪が多く認められた。 訪問看護件数は、FMC

の開設以来劇的に増加しており、年間訪問件数は 2018 年度の 64 件から 2020 年度には

315 件へと増加した。 

 

図 12. FMC 年齢別入院患者数の推移（2018 年度－2020 年度） 
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図 13. 入院患者の ICD 分類別患者割合の年次推移（2018 年度－2020 年度） * p = 0.003 vs. 2018. K 

の割合は 2018 年度より増加. ICD: International Classification of Diseases、国際疾病分類 (M: 筋骨

格系および結合組織の疾患; F: 精神および行動の障害; N: 尿路性器系の疾患; I: 循環器系の疾患; K: 

消化器系の疾患; J: 呼吸器系の疾患; S, T: 損傷,中毒およびその他の外因の影響; V, W: 傷病および

死亡の外因) 

4. 考察 

災害や大事故における緊急事態発生時には、医療システムは過負荷がかかる、或い
は破壊されるため、医療ニーズに適切に対応することができず、「健康を促進、回復、

または維持する」能力が損なわれ、その結果、重症化率と死亡率が増加する［10］。福島
第一原発事故の発生直後には、緊急対応する従事者への緊急医療ニーズに焦点が当てら
れた。そのニーズに応えるため、福島第一原発内に仮設救急医療施設が設置された。ま

た、福島第一原発の南 20km の避難指示区域の境界に位置する J-Village ナショナルトレ
ーニングセンターではその診療所を改修し、仮設の初期被ばく医療施設が設置された

［11］。 

双葉郡の市町村の避難指示が解除され始めた 2014 年以降、帰還住民の医療ニーズ

は高まり、多様化している。救急搬送データは、地域や避難指示が解除された時期によ
って、市町村全体で異なる傾向を示した。例えば、楢葉町、富岡町、浪江町の避難指示

は 2017年までに解除され、その後、帰還住民への医療ニーズは増加した。限られた地域

ではあるが避難指示解除が最も遅れた大熊町でも、2020 年度に FMC の受診患者数が急

増した。広野町と川内村では大きな変化は認められなかったが、背景には前者は避難指
示が出されておらず、後者では避難指示が出されたのが村の一部であったことが推測さ
れた。 

FMC の開設により、地域の医療ニーズをより詳細に把握することが可能になった。 

FMC が開設された後は救急患者数は居住者人口とともに増加した。2018 年度は、外来

患者では 60 歳代が最も多く、また、受診患者の 30％は双葉郡外に健康保険証を所持し

ており、そのほとんどが除染と復興事業に従事する作業員であった。彼らの受診理由と

しては外傷が最も多く、患者背景と符合していた。2019 年度以降の高齢者（80 歳以上）

の増加は注目に値した。また、2018 年以降は高齢者の入院も大幅に増加した。双葉郡に

居住する患者の割合が増加する一方で、県外からの患者数は減少した。事故から 10 年、
除染と復興事業が落ち着き、作業員への医療ニーズが少なくなり、帰還した高齢者への
医療ニーズが増えたことを表していた。 

2020 年度は、11 月から 2 月にかけて救急外来患者が減少し、呼吸器疾患の割合が

減少傾向となった。これは新型コロナウイルス（SARS-CoV-2）への対応に関連している
可能性がある。つまり、双葉郡内への人流が減り、住民は外出が制限され、病院受診は
控えられ、そして厳密な感染管理が行われた。その結果として、呼吸器感染症を含む感

染症の発生が低下し、患者数が減少したと推測された［12］。 
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絶対数は少ないものの、ICD グループ分類では E、F に分類される患者が増加した。 

E の増加は、避難と長期的避難によって引き起こされるライフスタイルの変化による糖

尿病の有病率の増加と関連していると考えられた［13］。F も増加したが、これは帰還者

の精神的健康状態を反映している可能性がある［14］。大類らによると、多くの避難者

は、生活環境が改善されても、依然として高いレベルの精神的抑うつ状態、心的外傷後

ストレス、および放射線による健康不安を抱えていることが報告されている［15］。前
田と大江は不安や抑うつ症状が徐々に減少しているにもかかわらず、災害関連の自殺の

増加を含む避難者の深刻なメンタルヘルスの問題を報告した［16］。心的外傷後ストレ

ス障害の患者は、しばしば解離性症状や身体化障害を経験する。これが F4 症例の数に

反映されているかも知れない。しかし、本研究だけでは結論を導くには不十分であり、
将来にわたって観察する必要がある。 

双葉郡では、事故後、家族構成が主に多世代家族から高齢の単独夫婦形態へと大き
く変化した。公共交通機関の再整備も遅れているため、高齢者が医療機関を受診するこ

とが困難になっている。こうした背景も訪問看護数が 5倍に増加した理由と考えられる。
がんなど末期の高齢者が地元で介護を希望する人も増えており、訪問看護の需要は今後
も増え続けると予測される。 

災害など緊急事態への急性期対応が終わった後に、地域の医療体制は回復または再
建されなければならない。これは、より強靭で目的に合った医療システムを構築する良
い機会にもなり得る。それは住民の健康と包括的な健康安全を促進し、それを加護し、

全住民の健康をカバーするシステムの整備を促進することに繋がる［18］。そして地域の
強靭性の構築における中核的な役割を担うことになる。目的に合った医療システムの構
築には、効果的で、十分に計画され、適切に実装された回復戦略が必要となる。しかし、
急性期後の回復は、知識と専門性の欠如、不十分な計画、少ない財源、そして競合する

社会政治的利害のために、通常、“より良い復興創生”の機会を逃している［6］。 
双葉郡は原発事故による町や村全体の避難を経験した。そして、避難指示の解除ま

で時間を要したこと、事故原発や放射線への懸念などにより、住民の帰還は予定通り進

まなかった［19］。事故から 10 年経った今日でも、双葉郡の人口は事故前の人口の約

20％にとどまっており、双葉郡の住民の半数以上が帰還しないと決めている［20］。一

方、政府は、イノベーションコースト構想などを通じて、双葉郡の復興を促進するため
の大規模なプロジェクトを開始した。こうした試みにより、新しい若い世代の流入をも
たらすことが期待されているが、将来はまだ不透明である。 

世界保健機関（WHO）が提唱する保健医療体制の“Build back better`（より良い再
生を）”アプローチは、再構築されたシステムがより強力で、より安全で、より効果的・

効率的で、より強靭性のあるべきものを目指している［6］。これには、以前のシステム
における固有の弱点の特定と修正が必要となる。保健医療体制の回復期には、メンタル
ヘルスや非感染性疾患など、これまで看過されてきた分野に対処し、一次医療サービス
と二次医療サービスの連携を強化し、人口動態の変化に対する施設の分布を見直し、最
もニーズの高い地域の医療を強化することによって医療サービスの提供を改善すること

を可能とする ［21,22］。双葉郡では、開設以来、FMC では患者データを毎月分析し、

救急搬送データを毎年評価している。メンタルヘルスを含む帰還住民の健康課題は、市
町村によって監視され、定期的に関係する組織間で共有されている。政府は、住民の帰

還意向について定期的にアンケート調査を実施し、地域の人口動向を予測している［20］。
こうした情報に基づいて、検討会では、高齢者や障害者の介護、人材、財政支援などを
含む保健医療福祉体制の状況を確認し、吟味している。この検討会の構成員には、政府、
福島県、地方自治体、被災地の医療専門家が含まれる。検討会では双葉郡の保健医療福

祉システムを改善するための具体的な計画が策定される［7］。 

この研究の限界は次の通りである；この研究は救急医療のニーズのみに焦点を当て
ていること、双葉郡または郡外の他の医療機関を訪れた患者に関するデータがないこと、

ICD 分類データは FMC の開設後の期間のみ利用可能であること。また、双葉郡の人流は

絶えず変化しており、医療を必要とする対象群を正確に把握することは困難である。こ
の調査の結果は、双葉郡の住民の医療ニーズの一部しか反映していないが、それでも貴
重な資料と考える。この地域への人の流れが落ち着くにつれて、コホート調査が可能に
なり、大規模な原子力発電所事故後の住民の健康状態に関する課題をより的確に理解で
きるようになる可能性がある。 
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5. 結論 

双葉郡は、2011 年の福島第一原発事故により最も大きな影響を受けた地域である。2014
年に避難指示の解除が開始され、帰還人口は徐々に増加した。労働関連事故や交通事故

による外傷に関連する救急疾患の割合は劇的に増え、救急搬送件数は 2019年まで年率約

10％で増加した。2018 年以降、交通事故後による外傷割合は減少傾向にあるが、帰還し
た高齢者では内因性疾患による救急患者の割合が増加した。原発事故の影響を受けた地
域の医療ニーズは、避難指示が提示され、それが解除される前後で劇的に変化した。疾
病や外因性疾患の種類と割合は、住民の帰還と、進行中の除染および復興事業の両方に
関連していた。原発事故後の被災地の医療システムは、これらの変化する多様な医療需
要に対応する必要がある。 
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